
Ⅰ問題と目的 

 文部科学省（2025）15)の「特別支援教育資料」によると，全国的に特別支援学校在籍者数は年々増

えており，肢体不自由特別支援学校でも同様に在籍者数は増加傾向にある。重複障害学級（特別支援

学校小・中学部）においては 5 年間で 699 人増え，在籍率が 30.4％になった。また，特別支援学校に

在籍する医療的ケアが必要な児童生徒の数は 8,565 人（幼稚部 38 人，小学部 4,340 人，中学部 2,130

人，高等部 2,057 人）おり，昨年度より 204 人増加している。同様に，幼稚園，小・中・高等学校に

在籍する医療的ケアが必要な児童生徒が 2,199 人在籍し，昨年度よりも 69 人増えている。全国特別支

援学校肢体不自由教育校長会による病因別調査（2016）23)では，過去 10 年間における肢体不自由特別

支援学校及び併置校の児童生徒の障害の病因別割合を報告している。平成 27 年度の病因別割合は，全

体の 69.4％が「脳性疾患」で，「その他」のグループが 12.7％（平成 18 年度）から 18.3％（平成 27

年度）まで増加している。以上のことから，肢体不自由特別支援学校では障害の重度化，多様化が広

がっていると言える。 

 このような現状を鑑みると，肢体不自由特別支援学校の課題として次の 2 点があげられる。1 点目は，

障害の重度化・多様化により，重度・重複障害児の状態像が複雑になっていることである。重度・重

複障害のある児童生徒の実態は，運動障害だけでなく，呼吸障害や摂食障害，コミュニケーション障

害，排泄障害などが複雑に絡まっている。そのため児童生徒一人一人の状態像や教育的ニーズが個々

で異なる。2 点目は教師の自立活動の専門性の問題についてである。在籍する医療的ケアを必要とする

重度・重複障害のある児童生徒に教育活動を行うためには，例えば呼吸・栄養・排泄などの医療的な

専門知識が必要な場面もあり，教師に求められるものは特別支援教育の知識や技術のみならず広範囲

に及ぶ。そのため自立活動の専門性が教師に問われてくる。一木・安藤（2011）5)は特別支援教育経験

年数の異なる重度・重複障害教育担当教師に対する面接調査を通して，経験年数が少ない教師が指導

上の不安を抱いていることを明らかにしている。同様に，植田・安藤（2021）21)は，肢体不自由特別

支援学校の重複障害学級の教師を対象として，自立活動の授業過程に関する調査を行った結果から，

肢体不自由教育経験年数の 1～5 年の教師群は困難さを抱きやすいことを明らかにしている。しかし，

障害の重度化・多様化や重度・重複障害児の状態像が複雑になってきている現状を踏まえると，指導

方法に不安を感じているのは若手の教師だけに限ったこととは言えないだろう。船橋（2016）2)がアン

ケート調査から，教師達は重度重複障害のある肢体不自由児への指導法について学びのニーズを有し

ていることを示していることからも，支援の方法について情報収集するが急務であると考えられる。 

 肢体不自由児に対する支援方法について，保健，医療，福祉，保育等様々な立場からの介入が報告

されている。その一方で，先行研究を概観すると，学校教育現場における教師による介入事例はあま

り発表されていない。日々，肢体不自由児に直接かかわって指導している教師が自立活動にかかわっ

ていないはずはないが，その成果については学校内での事例検討会で取り上げられる程度に留まって

いる。この検討会そのものは，具体的な理解が得られやすく，有効な方法である。ところが，その子



どもに対する指導や介入の良し悪しを論じ合う場になっていることが多いように思われる。教師の経

験と勘に頼っていることが依然として多く，まだまだデータを収集する発想や方法論は広まっていな

い感がある。「学校は教育の場であり，治療の場ではない」という考え方が根強くあり，医療の領域か

ら生まれたデータ・ベーストの考え方は教育の分野では十分に受け入れられているとは言えない。そ

のため，場合によっては学校教育現場においてデータを取ることは教育とは不釣り合いなことであり，

ともすれば異様な行為と誤解されることも有り得る。したがって，現状ではデータの収集を行い難い

現状にあることは否めない。 

このような実態の中，少数ながら教師による実践が報告されている。こうした学校教育現場におけ

る成果や得られた知見は当然ながら広く他の事例にも還元されるべきである。しかしながら，十分な

理論の検討がないまま類似した研究が繰り返されるなど，十分な知見の累積には至っていない現状に

あると思われる。ましてや教師が自立活動の授業においてどのような支援を行ったかを取り上げた事

例研究は極めて少ない。よって，肢体不自由児に教師がどのようにかかわり，成果を挙げているのか

などの現状について包括的に論じられることが望まれる。 

 そこで，本研究では自立活動の時間における現状をレビューし，肢体不自由児への教師による介入

事例を整理する。そして，肢体不自由児の今後の自立活動のあり方を検討するうえでの基礎的な資料を

得ることを目的とする。 

 

Ⅱ方法 

1.分析手法について 

本研究では，実践研究の成果を総括するために記述的レビューを行うことにした。その理由は，以

下のとおりである。①記述的レビューは，質的データを含めたあらゆるデータをレビューの対象とし

て捉えるという点で優れた方法である（高橋・山田, 2008）18)。②学校教育現場における教師による介

入に関する実践研究が散見されるが，その大半は教師自身が叙述的な方法で子どもの変容を検討した

ものである。したがって，学校教育現場では「量的」というよりも「質的」な事例研究が主流に行わ

れている。 

2.本研究の対象となる事例 

論文データベース「NII（国立情報学研究所）論文情報ナビゲータ：CiNii」を用いて「肢体不自由」，

「自立活動」といったキーワードで論文を検索した。論文を抽出する際は，一定の学術性を保つため

に教育雑誌や報告書等を除外した。そして，検索した論文の中で，①筆者自身が行った事例研究を除

き，②近年の研究動向を検討することを目的としていることから，2015 年以降の論文であり，③論文

の第一筆者の所属先が小・中学校，特別支援学校（小・中学部）であること，④その所属先が大学院

の研究科であっても長期研修等で一時的に学籍を置いていることが論文中から判断されたもの，⑤現

在の勤務先が大学等であっても本文から実践時は教師であったことが予想されるもの，という条件を



すべて満たす事例研究を分析対象にした。 

本来ならば，高い客観性を保つために分析対象となる文献を増やすことが適切かもしれない。しか

し，前述のように①報告されている分析対象となる論文が少数に限られており，分析対象を増やすこ

とができないこと，②教師による自立活動の授業での実践事例を取り上げたレビューが皆無であり，

現状を包括的に論じられる必要性が急務であることから，この研究を継続することにした。 

 

Ⅲ結果 

CiNii Research で検索した結果，表 1 に示す 9編の論文が該当した（2025 年 5月 1日現在）。この

うち，特別支援学校での取り組みが８編（小柳津・森崎，201517）；石崎・和田，20174)；松久・馬渕，

201714)；栗本・金崎・小山・武田，201813)；武田，202019)；大古場，202216），田中，202320)；藤

澤・高橋・田中，20243)），普通学校での取り組みが 1 編（山田，201722））であった。特別支援学校の

内訳は，小学部が 3編，中学部が 3編，高等部が 2編であった。 

表１ CiNii Research による教育実践論文の収集結果 

 

発行年 筆者 論文タイトル 実践の対象 指導内容
主な指導理論・

技法
自立活動の6区分

2015 小柳津和博・
森崎博志

自立活動における応重力姿勢の継続的経験が
認知活動および呼吸機能に及ぼす効果に関す
る実践的研究－呼吸障害のある重度・重複障
害児を対象として－

特別支援学校
小学部

・応重力姿勢の指導 ・動作法 言及なし

2017 石崎良・
和田充紀

肢体不自由（脳性まひ）のある生徒の食事指
導の在り方－本人及び保護者の願いに寄り
添った「チーム学校」の取り組みを通して－

特別支援学校
高等部

・手指操作の指導
・コミュニケーション
の指導

・作業療法一般
・言語療法一般

言及なし

2017
松久眞実・
馬渕哲哉 

肢体不自由特別支援学校における主体的な活
動を育む自立活動の取り組み－バーチャルリ
アリティ活用の補助教材の工夫と開発－

特別支援学校
中学部 ・身体運動指導 ・ICT機器の活用 言及なし

2017 山田康朝 肢体不自由児を対象とした通級による指導の
実践例－自立活動の時間における指導に焦点
をあてて－

小学校
通常学級
（通級指導）

・基礎的な運動の指導
・肩回り等の弛緩指導
・座位姿勢等の指導
・清潔保持の指導

・理学療法一般 ・健康の保持
・心理的安定
・人間関係の形成
・環境の把握
・身体の動き
・コミュニケーション

2018 栗本佳代・
金崎真美・
小山誓子・
武田鉄郎

「伝えたい」を支援する自立活動の指導－知
的障害と肢体不自由を併せ持つ重度・重複障
害児への実践－

特別支援学校
小学部

・クイックトーカーの
指導
・カード（写真・絵・
シンボル）の指導
・手話の指導

・作業療法一般 ・人間関係の形成
・コミュニケーション

2020 武田俊男 重症心身障害児の運動学習を進める身体介助
についての考察－自力で姿勢を変える力をも
たない重症児が腹斜筋の随意的制御による寝
返り運動を獲得した指導から－

特別支援学校
小等部（中学
部までの5年
間）

・寝返りの指導 ・理学療法一般 言及なし

2022 大古場絵美 重度・重複障害のある生徒のQOLを豊かにす
る自立活動の指導に関する一考察－「身体の
動き」と「コミュニケーション」を関連づけ
た授業実践を通して－

特別支援学校
高等部

・身体の動きの指導
・コミュニケーション
の指導

・上田法
・Assistive
technology

・身体の動き
・コミュニケーション

2023 田中克人 肢体不自由のある子どもに対する指導の在り
方に関する一考察－歩けないと言われた子ど
もが自力で歩行できるようになった変容の過
程から－

特別支援学校
中学部

・歩行指導 ・理学療法一般 ・心理的安定
・身体の動き
・コミュニケーション

2024 藤澤憲・
高橋眞琴・
田中淳一

知肢併置特別支援学校に在籍する生徒へのス
トレスコーピング－自立活動及び日常生活の
指導を通して－

特別支援学校
中学部

・排泄指導 ・感覚学習 言及なし



1.特別支援学校での実践報告 

(1)小学部 

小学部の教育実践では，小柳津・森崎（2015）17)，栗本・金崎・小山・武田（2018）13)，武田

（2020）19)が挙げられた。 

小柳津・森崎（2015）17)は肢体不自由特別支援学校の重複障害学級に在籍する重度脳性まひ児 2 名の

自立活動の指導として動作法を適用した際の細かな発達的変化をもとに，自立活動の指導方法として

動作法の適用による教育的効果を検討した。1 年間の指導の結果，対象児童は応重力姿勢の獲得だけで

なく，共同注意行動の発達，血中酸素飽和度の向上等の多くの効果がみられた。このことから，重

度・重複障害児への動作法を適用した指導は，自立活動の 6つの区分すべてにおいて有効であることを

示唆している。 

栗本・金崎・小山・武田（2018）13)は肢体不自由と知的障害を併せ持つ重度・重複障害児を対象に，

コミュニケーションの力を高めるための自立活動の指導についてその成果や課題を検討している。特

に，自分の要求や思いを表出，表現する手段が乏しかった 2事例について，子どもがもつ「伝えたい」

という思いを効果的に支援するための指導内容や指導方法について考察している。例えば，A児につい

ては，入学当初から人に対して笑顔を見せ，話しかけに対して応答しようとするコミュニケーション

の素地が見られた。しかし，手や腕の機能，発声や発語の困難から，自発的にコミュニケーションを

取ろうとする意欲の低下が見受けられた。人や物に対して興味はあるものの受け身で，待っているこ

とが多かった。そこで自立活動の指導についてはコミュニケーションに重点を置き，特に自分から発

信するという主体性を養うことを大切に取り組んだ。A児が興味を示し，扱いやすかったクイックトー

カーを活動に取り入れることで，楽しく，そして自分からトーカーに働きかけて，それが人への働き

かけにつながることとなった。学校で使うトーカーを家にも持ち帰り，家族とのやりとりでも使って

もらったことで，取り組みの般化が進んだとともに，家族とのコミュニケーションにおいても，自分

からの発信が増えたと述べている。 

武田（2020）19)は肢体不自由特別支援学校での自立活動の実践から，肢体不自由と視覚障害を合わ

せ有する重症心身障害児に対して 5年間にわたって寝返り運動の指導を行い，その指導記録をもとに対

象児童の寝返り運動の変化と指導内容について分析を行った。指導開始時には対象児童は反り返りの

緊張を利用した寝返り運動を行っていたが，指導の結果として腹斜筋の随意的制御を行った寝返り運

動へと変化することができた。自力で姿勢を変えることができない重症児が寝返り運動を獲得した過

程では，介助者からの介助を受けて自己の筋運動感覚を感じとり，さらに，介助を受けて感じとった

筋運動感覚を再現するという過程があった。この過程を 4つのフェイズに分け，各フェイズにおける対

象児童の寝返り運動の状態とそのときの指導（介助）内容の要点を示している。 

(2)中学部 

中学部の教育実践では，松久・馬渕（2017）14)や田中（2023）20)，藤澤・高橋・田中（2024）3)が



挙げられた。 

松久・馬渕（2017）14)はユニバーサルフレームと VR 教材を組み合わせて，効果的かつ自ら意欲を

もって積極的に体を動かすように指導している。動画を見ながら歩く「アクティブ動画を活用したウ

ォーキング」では，活動量の増加は認められなかった。しかし，「VR ゴーグルを使ったジャンプ」に

おいては，使用しないときに比べて 1.67～1.78 倍のジャンプの成果の差が認められた。この活動は没

入感が強く，三半規管に影響を与えるため，対象生徒の酔いが心配された。しかし，この実践は短時

間での利用であれば，簡単で手軽に扱うことができるという利点を示している。また，この成果は対

象生徒の自己肯定感や自己実現にも結び付くため，今後の使用について十分に期待できると述べてい

る。 

田中（2023）20)は日常的に車いすを使用する肢体不自由と知的障害を併せ有する子どもに対して，

自力歩行の習得を最終目標とした指導を実施した。初期の対象生徒は，学習や教師のかかわりに対し

て拒否的な反応が頻回に見られ，コミュニケーションが取りにくく学習が成立しにくい状態であった。

また，身体の状態も各部位に動きにくさがあり，立位を保持することも難しい状態であった。指導の

経過により，教師とのコミュニケーションが取れるようになり，さらに対象生徒が学習に対する見通

しがもてるようになることで，学習に対する姿勢が変容してきた。最終的には，自力で歩くことはで

きないと医療関係者から言われていた対象生徒は，短い距離ではあるものの，安定して自力歩行がで

きるようになったことを報告している。 

藤澤・高橋・田中（2024）3)は知肢併置特別支援学校に在籍する生徒を対象にストレスコーピングに

関する実践を行っている。運動機能障害のある特別支援学校中学部２年生男子生徒に対して，自立活

動の指導の中で計５回実施した。排泄時，生徒は腰に力を入れて用をすませようと励むが，かえって

上体や腰回りに強い筋緊張が生じるため，排泄に時間がかかり，ストレスに感じていた。そこで，教

室の隅にセラピーマットを 2 枚敷いて，その上に光ファイバー（Barry Emons 社製）を設置し，対象

生徒と教師が光ファイバーを介してやりとりを 10 分間行い，その直後に，対象生徒が排泄に取り組む

支援を実施した。その結果，①対象生徒が仰臥位になり，自分の腹部に光ファイバーをのせてゆった

りと過ごす様子，②対象生徒が座位や仰臥位，側臥位など様々な姿勢で活動し，教師への意識が促進

される様子，③対象生徒が粗大運動を通して，上体や腰回りの筋緊張が緩和され，スムーズな排泄に

繋げることができたことが確認されたと述べている。 

(3)高等部 

高等部の教育実践では，石崎・和田（2017）4)，大古場（2022）16)が挙げられた。 

石崎・和田（2017）4)は，肢体不自由（脳性まひ）のある児童生徒の生活の基盤となる「食事場面」

において，一人で食べることができる能力の高まりに焦点をあてた取り組みについて報告している。

学校給食を媒介とした直接的な指導及び自立活動の時間の指導における間接的な指導を組み合わせ，

「一人で食べる力」を身に付けるための具体的な支援の在り方について考察している。加えて，食事



場面での指導支援をアクティブ・ラーニングの視点から検討することで，障害のある子どものアクテ

ィブ・ラーニング型の授業支援について考察した。また，個別の教育支援計画及び個別の指導計画に

基づいた教師間，教師と作業療法士（OT）や言語聴覚士（ST）との連携，家庭への浸透や利用する福

祉施設等での食事場面での自立を視野に入れた学校との連携の取り組みについて，「チーム学校」の視

点から報告している。 

大古場（2022）16)は特別支援学校高等部Ⅲ課程所属のある対象生徒（脳性まひ）本人の願いを把握

し，実現するために「身体の動き」と「コミュニケーション」を関連づけた自立活動の事例研究を報

告している。事例研究を通して，本人の意思を尊重しながら身体面とコミュニケーション面の両方に

アプローチをし，もっている力を発揮できる環境をつくることで児童生徒の生活世界が広がる QOL を

軸とした自立活動の指導となることを考察し，モデルとして示している。 

2.普通学校での実践報告 

普通学校の教育実践では，山田（2017）22)が挙げられた。山田（2017）22)は通常学級に在籍する小

学生男児に対して，①より安定した在姿勢や立位姿勢を取ること，②衛生面の管理の意識や心理的な

負荷に対する耐性を高めることを目標に支援している。具体的には，①基礎的な運動，②肩回り，背

中，腰等の弛緩，③座位姿勢や膝立ち姿勢での重心移動，④お楽しみ課題（風船テニス，最近の様子

の会話等），⑤ガーゼ交換時の言葉かけによる清潔の保持を行った。その結果，彼は身体の各部位ごと

に注目して動かしていくためのプロセスを自ら再現できるきっかけをつかむことができた。また，身

体の機能的改善を主眼とする取り組みではない，身体の動きを実感する取り組みをすることで，動作

の改善という心理的な気づきを変えていくことができた。そして，他の学校生活場面への汎化として，

苦手な活動に意欲的に向き合うことが増えたと述べている。 

 

Ⅳ考察 

CiNii Research による教育実践論文の検索したところ，9編の報告を収集することができた。昨今，

自立活動に関する研究が盛んに行われているものの，教師による報告が数少ないことが示唆された。

学校教育現場においては自立活動が毎日実施されていることから，実践研究は累積されているはずで

ある。しかし，その取り組みがあまり報告されていない現状が明らかになった。そして，普通学校に

おいては極めて少ない結果となった。特に，特別支援学級においては皆無であった。このことから，

小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒または，通級指導を受けている子どもを対象にした自立

活動に関する教師による実践研究が蓄積されていくことが必要であると考えられた。 

さて，姉崎（2019）1)は肢体不自由特別支援学校を対象に 重度・重複障害児の自立活動の指導にお

いて教師が最も活用している指導理論・技法名と，その中でどのような指導内容を重視して指導して

いるのかについて全国調査を行っている。そして，これまで肢体不自由特別支援学校では「動作法」

が最も多く活用されてきたが，近年は「摂食訓練」，「 理学療法一般」，「静的弛緩誘導法」なども重視



されていることが示唆されたと述べている。また，教師が重視する自立活動の指導内容の区分では，

「健康の保持」，「環境の把握」，「身体の動き」が上位を占めたと報告している。 

本研究は姉崎（2019）1)の研究と調査時期や方法等が異なるため，単純には比較できないだろう。し

かし，参考までに姉崎（2019）1)の報告と比べたところ，主な指導理論・技法に関してはほぼ同じよう

な結果が得られた。このことから，日々の授業の中でも研究においても教師による身体へのアプロー

チに主眼を置いて取り組みが進められていると考えられた。一方，自立活動の 6区分に関してはやや相

違が確認された。姉崎（2019）1)の調査で最下位であった「コミュニケーション」が，本研究では比較

的多く散見された。その要因として，「コミュニケーション」が障害のある子どもたちがより豊かな社

会参加と自立を実現するために必要な基盤となるという視点が近年クローズアップされているからで

はないかと思われた。自分の意図や感情を伝える能力を養うことで，子どもが意思疎通を通じて人間

関係を築いたり，学習や生活における困難を克服したりすることにつながると言える。さらには，「コ

ミュニケーション」のうちの「言語の受容と表出」，「コミュニケーション手段の選択と活用」といっ

た項目が，子どもたちが安心して自分の意見を表現し，周囲とつながることができる環境作りに結び

つくと考えられる。このような背景から，近年は特に「コミュニケーション」が重視され，教師によ

る実践研究として学術論文にまとめられる傾向にあると推察された。 

また，本研究において注目すべき点として 2 つある。1 つ目は肢体不自由児の心理に関する実践研究

があまり行われていないということが挙げられた。本稿では研究対象から除外したが，実際には学校

教育現場での教師による肢体不自由児への心理的アプローチが取り組まれている。ストレスマネジメ

ント教育（小西，2018a7））や感情表出トレーニング（小西，2018b8）；202212)），アサーショントレー

ニング（小西，20199）），読書療法（2020a10）），カウンセリング・マインド（小西，2020b11））などの

一連の研究が進められている。教師による心理的支援に関する実践研究がほとんど見られない理由と

して次の 3 つがあると予想された。1 つ目は，学校教育現場では身体的ケアが優先されていることであ

る。肢体不自由児の場合，医学的およびリハビリテーション的な支援が最重要視される傾向があり，

その結果，心理的側面への配慮が後回しになっているように思われる。2 つ目は，教師の専門性不足で

ある。心理教育に必要な専門的知識をもつ教師が不足していることが，現場の課題となっているよう

に感じられる。経験的に述べると，公認心理師や臨床心理士の資格をもつ小中学校の教師の存在を未

だ見聞きしたことがない。ましてや，肢体不自由特別支援学校では皆無に近いと言えるだろう。しか

し，肢体不自由児は身体的な制限や環境との適応の課題により，大きな心理的ストレスを抱えること

がある。このため，心理的サポートを通じて安心感や心の安定を提供することが重要と言える。また，

心理的な支援は，子どもが自分に自信をもち，他者と積極的に交流しようとする動機付けにもつなが

るだろう。そして，これにより，学校や社会での参加意欲が高まることが期待される。心理的サポー

トは必ずしも心理臨床家による専門的アプローチとは限らず，教師による基礎的な心理的支援でも十

分にその効果はできる（小西，20176)）。このことから，今後は肢体不自由児のストレス軽減や心理的



安定，社会参加の促進する心理的ケアに重きを置いた教師による実践教育が累積されることが期待さ

れる。  

2 つ目は実際に用いられている理論や技法が偏っていたことである。姉崎（2019）1)は自立活動に活

かせそうな理論や技法を 20 種類以上提示しているが，本研究で抽出された種類はその一部にしか過ぎ

ない結果だった。しかし，表 1 に取り上げられなかった他の指導理論・技法の他にも，肢体不自由児

によって効果的な指導に活かせるものがあるのではないかと考えられた。自立活動の指導においては，

児童生徒一人ひとりの障害の改善や克服を図るために，必要な指導を取り上げて，その達成に必要な

指導理論・技法を幅広く活用されることが望まれた。したがって，教師には一つの指導理論・技法だ

けではなく，複数の指導理論・技法にも精通し活用することのできる幅広い知識・技能が必要である。

また，個々の指導理論・技法の習得と併せて，教師には何よりも対象とする児童生徒一人一人の実態

を的確に把握し，そのニーズに応じた指導を創意工夫することのできる専門的力量が求められている

と言える。 

 

Ⅴまとめと今後の課題 

本研究では，自立活動の時間における現状をレビューし，肢体不自由児に教師がどのようにかかわ

り，成果を挙げているのかについて概観した。本研究によって，実践研究が普通学校ではほとんどな

く，特別支援学校での教育実践報告が大半を占めることや，身体へのアプローチに主眼を置いた理論

や技法が用いられた授業内容が多く行われていることなどが明らかになった。教師が自立活動の授業

においてどのような支援を行っているのかについて整理した学術的報告がこれまでなかったことから，

本研究における意義は大きいと思われた。 

一方で，以下の 2 点が今後の課題として残された。1 つ目は，事例データの量についてである。報告

されている研究数が多くないために容易に言及できなかった。本研究では学会誌や大学紀要等のみを

対象としたために，対象データに偏りがある可能性が考えられた。事例研究で発表されている報告は，

学校教育現場において教師が日々実践している教育活動の一握りであり，実際には各学校において多

くの実践が行われている。したがって，各学校で刊行されている紀要等含め，より幅広く研究を収集

し，再検討すべきであろう。 

2 つ目は，統計的な検討についてである。本研究で収集された実践研究はすべて記述的データをもと

にまとめられた質的な事例研究であったため，メタ分析等の統計的処理は行わなかった。記述的デー

タをもとにした研究法は，特定の教育実践の中で生じた事象をその時間的経緯や文脈等の背景を考慮

して総合的に解釈する手法であり，有意味であることは言うまでもない。しかし，教師による実践研

究を統合的に総括するために，今後は量的な分析の視点を取り入れた統計的な処理が欠かせないと思

われた。 
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